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1）  『朝日新聞（福岡版）』2010年9月17日付 
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4）  取調べの状況については，『冤罪File No. 13』
（2011年）113頁参照。 














































































































































































































































12）  『西日本新聞』2010年10月18日付 
13）  『東京新聞』2010年9月18日付 



































































15）  『西日本新聞』2010年12月9日付 




















































































































































































































































26）  2010年9月16日付『毎日新聞（夕刊）』 
27）  井部俊子「『爪のケア』に関する刑事事件」
からの教訓」『「爪のケア」に関する刑事事件　
経緯と支援の実際』（日本看護協会出版会，
2011年）20頁。 
28）  上田國廣「看護行為を巡る法律問題」」『「爪の
ケア」に関する刑事事件　経緯と支援の実際』
（日本看護協会出版会，2011年）17頁。 
使って分かりやすく説明した 29） 。このような弁
護士の活動の無罪判決という結末を迎える一因
となった。 
 （2）弁護士支援活動の強化 
 　無実の人が犯人とされないため，さらには不
幸にして警察やメディアの違法・不当な対応の
ために犯人視された場合の名誉回復のために
も，弁護士の果たす役割はいくら強調されても
良い。 
 　しかし残念ながら，現在の弁護士支援制度は
十分とは言えない。現在，被疑者段階で国選弁
護人の選任を請求できるのは法定刑が死刑，無
期，もしくは長期3年以上の懲役か禁固にあた
る罪の疑いをかけられて身体の拘束がされてい
る場合である（刑事訴訟法36条，36条の2）。
さらには自己の保有する現金，預貯金などの資
力が一定額（50万円）以下とされ，資力申告
書を提出しなければならない（刑事訴訟法36
条の2以下）。こうした要件では安心して国選
弁護人を選任できない。「地獄の沙汰も金次第」
ではないが，資産がないために弁護人の支援が
受けられず，有罪判決へ一直線という社会では
いけない。資産にかかわらず，適切な弁護を受
けられ，えん罪被害を受けない弁護士支援制度
を整えることが，日本国憲法で保障されている
「弁護人依頼権」（憲法34条，37条）であるべ
きだ。 
 　現在は全都道府県で実施されている「当番弁
護士制度」は国の制度ではなく，弁護士会によ
るボランティア活動である。また，日本弁護士
連合会が「法テラス」に業務委託を行なってい
29）  上田國廣「看護行為を巡る法律問題」」『「爪の
ケア」に関する刑事事件　経緯と支援の実際』
（日本看護協会出版会，2011年）14頁。 
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る「刑事被疑者弁護援助制度」があり，個人的
に弁護士を雇う経済的余裕のない者などにも弁
護士による支援が受けられる。しかしこの制度
も弁護士会が費用を負担し，国の制度ではない。
国の制度として，弁護士による支援体制，とく
に被疑者段階での弁護人支援体制のさらなる充
実が必須である。 
 第5章：おわりに 
 　多くの教師もそうだろうが，私は学生に対し
て，きちんと事実を調べ，その上でレポートや
論文を書くように指導している。調べもせずに
レポートを書けば，いい加減な内容，あるいは
事実と異なる内容になるからだ。 
 　ところが驚くべきことに，警察や検察は事実
を調べもせずに自分たちのストーリーを作り上
げ，そうしたストーリーにあうように事件や自
白をでっち上げることが多い。「看護師爪ケア
えん罪事件」もそうだった。警察や検察はこの
看護師さんが爪をはいだとの固定観念に取りつ
かれ，現実を直視せずに自白の獲得だけを目指
した。メディアも上田さんが犯人であるかのよ
うに思わせる実名報道をした。その結果，上田
さんやその家族，関係者は言語に絶する苦しみ
を味わった。私は2012年6月8日，上田さんに
会って話を聞かせて頂いたが，実際に会って話
をすれば，爪をはいて虐待をするような人かど
うか，普通の人であればすぐに分かるだろう。
ところが人を見る目がないのか，あるいは「人
をみたら犯人と思え」と思い込んでいるためだ
ろうか，警察や検察官は上田さんを逮捕，勾
留，そして起訴した。第1審裁判所の裁判官も
有罪判決を下すことで「えん罪」や「患者の看
護を受ける環境の悪化」に加担した。「権力の
監視」というのが役割のはずであれば，上田さ
んに取材して問題がないかどうかを調べるのが
メディアの役割のはずなのに，メディアは警察
や検察の発表だけに基づいて記事にする。逮捕
した警察や検察は犯人であることを疑わせる情
報しか流さない。したがって，警察や検察など
だけの情報で記事にしたら，「犯人視報道」と
なりやすいだろう。 
 　最近も多くのえん罪事件がメディアをにぎわ
せているが，えん罪が多く起こるのは，「看護
師爪ケアえん罪事件」を手がかりに紹介してき
たような，警察や検察，裁判所やメディアの必
然的な結果である。犯罪者でもないのに犯罪者
として扱われる「えん罪」は本人や家族，関係
者の「個人の尊厳」（憲法13条）を蹂躙し，人
権侵害の最たるものである。えん罪を生みださ
ないためにも，市民がこうした警察や検察，裁
判所，そしてメディアの現状を知り，監視する
必要があろう。 
追伸： 本稿を執筆するにあたり，上田里美さん
や東敦子弁護士から直接お話をうかがっ
たり，校正の際にも大変お世話になりま
した。この場をかりて，お礼を申し上げ
ます。
 
